
 平 成 ３ ０ 年 度  第 １ 回 
工 事 担 任 者 試 験 問 題  種

別 
 Ａ   Ｉ  

 Ｄ  Ｄ 総  合  種          
 

注  意  事  項  

１  試験開始時刻        ９時３０分 

２  試験科目数別終了時刻 
 試 験 科 目 基礎又は法規 技術のみ 基礎と法規 基礎（又は法規）と技術 全 科 目 

 科  目  数 １ 科 目 １ 科 目 ２ 科 目 ２ 科 目 ３ 科 目 

 終 了 時 刻 １ ０ 時 １ ０ 分 １ ０ 時 ５ ０ 分 １ １ 時 ３ ０ 分 １ ２ 時 １ ０ 分 

３  試験科目別の問題番号ごとの解答数及び試験問題ページ  
 

科    目 
  問 題 番 号 ご と の 解 答 数   試験問題 

ページ  第 1 問 第 2 問 第 3 問 第 4 問 第 5 問 第 6 問 第 7 問 第 8 問 第 9 問 第 10 問 

 電 気 通 信 技 術 の 基 礎 ４   ５   ４  ４  ５  ― ― ― ― ― Ｎ － 1 ～  6 

 端末設備の接続のための技術及び理論 ５   ５   ５    ５   ５   ５  ５  ５   ５  ５  Ｎ － 7 ～ 19 

 端末設備の接続に関する法規 ５   ５   ５   ５  ５  ― ― ― ― ― Ｎ －20 ～ 26 

４  受験番号等の記入とマークの仕方 

(１)  マークシート（解答用紙）にあなたの受験番号、生年月日及び氏名をそれぞれ該当枠に記入してください。 

(２)  受験番号及び生年月日に該当する箇所を、それぞれマークしてください。  

(３)  生年月日の欄は、年号をマークし、生年月日に１桁の数字がある場合、十の位の桁の「０」もマークしてください。 

[記入例]  受験番号  ０１N９２１１２３４                生年月日  昭和５０年３月１日 

           

受　　験　　番　　号

000000000

111111111

22222222

3333333

444444

55555

6 6666

77 7777

8

9

888

999

88

99

5

6

Ｎ

4

5

6

7

8

9
             

生　年　月　日

000000

111111

22222

33333

4444

5555

66 66

777

9

8 8 8

99

年 号

年 月 日

昭
和

平
成

Ｈ

  
５  答案作成上の注意 

(１)  解答は、別に配付するマークシート（解答用紙）の該当欄の正解として選んだ番号マーク枠を、黒の鉛筆（ＨＢ又はＢ）

で濃く塗りつぶしてください。 
① ボールペン、万年筆などでマークした場合は、採点されませんので、使用しないでください。 

② 一つの問いに対する解答は一つだけです。二つ以上マークした場合、その問いについては採点されません。 

③ マークを訂正する場合は、プラスチック消しゴムで完全に消してください。 

(２)  免除の科目がある場合は、その科目欄は記入しないでください。 

(３)  試験問題についての特記事項は、裏表紙に表記してあります。 

６  合格点及び問題に対する配点 

(１)  各科目の満点は１００点で、合格点は６０点以上です。 

(２)  各問題の配点は、設問文の末尾に記載してあります。 

マークシート（解答用紙）は、絶対に折り曲げたり、汚したりしないでください。 
 

 

受 験 番 号 

（ 控  え ） 

（今後の問い合わせなどに必要になります。） 

 

次ページ以降は試験問題です。試験開始の合図があるまで、開かないでください。 

解答の公表は５月３０日１０時以降の予定です。 

合否の検索は６月１８日１４時以降可能の予定です。 

 



Ｎ－1

電気通信技術の基礎

第１問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) 図１に示す回路において、端子ａ－ｂ間に (ア) ボルトの直流電圧を加えると、端子

ｃ－ｄ間には、１ボルトの電圧が現れる。 (５点)

① ２ ② ４ ③ ８ ④ １２ ⑤ １６

図１

(２) 図２に示す回路において、端子ａ－ｂ間に正弦波の交流電圧１２０ボルトを加えた場合、力率

(抵抗Ｒに流れる電流Ｉ と回路に流れる全電流Ｉとの比)が０.８であるとき、容量性リアクＲ

タンスＸ は、 (イ) オームである。 (５点)Ｃ

① １０ ② １２ ③ １６ ④ ２０ ⑤ ２４

図２

(３) 面積Ａの２枚の金属板を間隔ｄだけ隔てて平行に置き、その間を誘電率εの誘電体で満たし

て平行板コンデンサとしたとき、このコンデンサの静電容量をＣとすると、これらの間には、

Ｃ＝ (ウ) の関係がある。 (５点)

ｄ εｄ Ａ εＡ① εｄＡ ② ③ ④ ⑤εＡ Ａ εｄ ｄ

(４) Ｒオームの抵抗、Ｌヘンリーのコイル及びＣファラドのコンデンサを直列に接続した回路の

共振周波数は、 (エ) ヘルツである。 (５点)

Ｒ １ Ｒ① ② ③
２π ＬＣ ２π ＬＣ ２πＬＣ

１ １④ ⑤２πＬＣ ２πＬＣ

１ １ １

１２ ２２

ｃ

ｄ

ａ

ｂ

Ω Ω Ω

Ω Ω Ω Ω

ａ

ｂ

Ｒ=１５ ＸＣΩ

Ｉ

ＩＲ

Ｖ=１２０ Ｖ



Ｎ－2

第２問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) 半導体中の自由電子又は正孔に濃度差があるとき、自由電子又は正孔が濃度の高い方から低

い方に移動する現象は、 (ア) といわれる。 (４点)

① 帰 還 ② 整 合 ③ ドリフト ④ 再結合 ⑤ 拡 散

(２) 図に示すトランジスタ回路において、Ｖ が１０ボルト、Ｒ が９３０キロオーム、Ｒ がＣＣ Ｂ Ｃ

(イ) キロオームのとき、コレクタ－エミッタ間の電圧Ｖ は、６ボルトである。ただＣＥ

し、直流電流増幅率ｈ を４０、ベース－エミッタ間のバイアス電圧Ｖ を０.７ボルトとすＦＥ ＢＥ

る。 (４点)

① ４ ② ６ ③ ８ ④ １０ ⑤ １２

(３) アバランシホトダイオードは、 (ウ) による電流増幅作用を利用した受光素子であり、

光検出器などに用いられる。 (４点)

① マイクロ波 ② トンネル効果 ③ 励起光

④ ポッケルス効果 ⑤ 電子なだれ増倍現象

(４) 電界効果トランジスタについて述べた次の二つの記述は、 (エ) 。 (４点)

Ａ ＭＯＳ型電界効果トランジスタは、金属、酸化膜及び半導体の３層から成り、ソース電極

に加える電圧を変化させることにより反転層の大きさを変化させ、ドレイン－ゲート間を流

れる電流を制御する半導体素子である。

Ｂ 接合型電界効果トランジスタは、ゲート電極に加える電圧を変化させることにより空乏層

の大きさを変化させ、ドレイン－ソース間を流れる電流を制御する半導体素子である。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(５) トランジスタ回路は、接地方式の違いにより特性が異なっており、コレクタ接地方式は、入

力インピーダンスが高く、出力インピーダンスが低いため、 (オ) 回路として用いられる。

(４点)

① インピーダンス変換 ② 整 流 ③ 定電圧

④ マイクロ波 ⑤ 発 振

ＢＥＶ

ＲＢ

Ｖ

Ｒ

ＶＣＥ

Ｃ

ＣＣ



Ｎ－3

第３問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) 図１、図２及び図３に示すベン図において、Ａ、Ｂ及びＣが、それぞれの円の内部を表すとき、

図１、図２及び図３の斜線部分を示すそれぞれの論理式の論理和は、 (ア) と表すことが

できる。 (５点)

① Ａ･Ｂ･Ｃ ② Ａ･Ｂ･Ｃ＋Ａ･Ｂ･Ｃ ③ Ａ･Ｃ＋Ｂ･Ｃ＋Ａ･Ｂ･Ｃ

④ Ａ･Ｂ･Ｃ ⑤ Ａ･Ｂ＋Ａ･Ｃ＋Ｂ･Ｃ

図１ 図２ 図３

(２) 図４に示す論理回路において、Ｍの論理素子が (イ) であるとき、入力Ａ及びＢから出力

Ｃの論理式を求め変形し、簡単にすると、Ｃ ＝ Ａ･Ｂ＋Ａ･Ｂ で表される。 (５点)

図４

ＣＢ

Ａ

ＣＢ

Ａ

ＣＢ

Ａ

① ② ③ ④ ⑤

入力Ｂ
入力Ａ

出力Ｃ

Ｍ



Ｎ－4

(３) 図５に示す論理回路は、ＮＯＲゲートによるフリップフロップ回路である。入力ａ及びｂに

図６に示す入力がある場合、図５の出力ｄは、図６の出力のうち (ウ) である。 (５点)

① ｄ１ ② ｄ２ ③ ｄ３ ④ ｄ４ ⑤ ｄ５ ⑥ ｄ６

図５

図６

(４) 次の論理関数Ｘは、ブール代数の公式等を利用して変形し、簡単にすると、 (エ) になる。

(５点)

Ｘ ＝ (Ａ＋Ｂ)･(Ａ＋Ｃ)･(Ａ＋Ｂ)･(Ａ＋Ｃ)

① ０ ② １ ③ Ａ･Ｂ＋Ａ･Ｃ ④ Ｂ＋Ｃ ⑤ Ｂ･Ｃ

入力ａ
出力ｃ入力ｂ

出力 d

a

b

d1

d2

d3

d4

d5

1

0

1

1

1

1

1

1

0

0

0

0

0

0

入力

出力

d6
1

0



Ｎ－5

第４問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) 図１において、電気通信回線１への入力電圧が１４５ミリボルト、電気通信回線１から電気

通信回線２への遠端漏話減衰量が５８デシベル、増幅器の利得が (ア) デシベルのとき、

電圧計の読みは、１４.５ミリボルトである。ただし、入出力各部のインピーダンスは全て

同一値で整合しているものとする。 (５点)

① ２８ ② ３８ ③ ４８ ④ ５８ ⑤ ６８

図１

(２) 平衡対ケーブルが誘導回線から受ける電磁的結合による漏話の大きさは、一般に、誘導回線

のインピーダンスに (イ) 。 (５点)

① 関係しない ② 反比例する ③ 比例する ④ 等しい

(３) 図２に示すアナログ方式の伝送路において、受端のインピーダンスＺに加わる信号電力が

１５ミリワットで、同じ伝送路の無信号時の雑音電力が０.００１５ミリワットであるとき、

この伝送路の受端におけるＳＮ比は、 (ウ) デシベルである。 (５点)

① １５ ② ２５ ③ ４０ ④ ４５ ⑤ ５０

図２

(４) ある伝送路の送信端における信号電力をＰ ワット、受信端における信号電力をＰ ワットＳ Ｒ

とするとき、この伝送路の伝送損失は、 (エ) デシベルで表される。 (５点)

Ｓ Ｒ Ｓ ＲＰ Ｐ Ｐ Ｐlog log log lo g① １０ ② １０ ③ ２０ ④ ２０
Ｒ Ｓ Ｒ Ｓ10 10 10 10Ｐ Ｐ Ｐ Ｐ

終端抵抗

電圧計

発振器 電気通信回線１

電気通信回線２

終端抵抗

増幅器

終端抵抗 Ｖ

信号電力

受端送端

信
号
源

信 号 時 Ｚ

Ｚ

15

mＷ0.0015

雑音電力
無信号時 ＺＺ0

0

mＷ



Ｎ－6

第５問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) デジタル変調方式について述べた次の記述のうち、誤っているものは、 (ア) である。

(４点)

① ＰＳＫは送信するデジタル信号に応じて、周波数が一定の搬送波の位相を変化させ

て変調する方式である。

② ＡＳＫにおいてデジタル信号の１と０に応じて搬送波の振幅の有無で変調する２値

ＡＳＫは、オンオフキーイングといわれる。

③ ＱＡＭは、位相が直交する二つの搬送波がそれぞれＡＳＫ変調された多値変調方式

である。

④ ＱＰＳＫは、１シンボル当たり４ビットの情報を伝送できる多値変調方式である。

(２) 光伝送システムに用いられる光受信器における雑音のうち、受光時に電子が不規則に放出さ

れるために生ずる信号電流の揺らぎによるものは (イ) 雑音といわれる。 (４点)

① モード分配 ② ショット ③ インパルス

④ ランダム ⑤ ＡＳＥ

(３) 光ファイバ通信で用いられる光変調器について述べた次の二つの記述は、 (ウ) 。

(４点)

Ａ 電気光学効果を利用した光変調器では、物質に加える電界強度を変化させることにより、

物質の屈折率を変えることで、光の属性である位相などを変化させる方法を用いている。

Ｂ ポッケルス効果を利用した光変調器では、物質中を伝搬する超音波によって生ずる屈折率

の粗密(回折格子)で光が回折される性質を利用して、光の属性である強度などを変化させる

方法を用いている。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(４) 音声信号のＰＣＭ符号化において、信号レベルの高い領域は粗く量子化し、信号レベルの低

い領域は細かく量子化することにより、量子化ビット数を変えずに信号レベルの低い領域にお

ける量子化雑音を低減する方法は、一般に、 (エ) といわれる。 (４点)

① 直線量子化 ② ハフマン符号化 ③ 予測符号化

④ 変換符号化 ⑤ 非直線量子化

(５) 光中継伝送システムに用いられる再生中継器には、中継区間における信号の減衰、伝送途中

で発生する雑音、ひずみなどにより劣化した信号波形を再生中継するための (オ) 、タイ

ミング抽出及び識別再生の機能が必要であり、これら三つの機能は３Ｒ機能といわれる。

(４点)

① 強度変調 ② 等化増幅 ③ 光合分波 ④ 位相検波 ⑤ 波長多重



Ｎ－7

端末設備の接続のための技術及び理論

第１問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計１０点)

(１) ＤＥＣＴ方式を参考にしたＡＲＩＢ ＳＴＤ－Ｔ１０１に準拠するデジタルコードレス電話機

では、子機から親機へ送信を行う場合における無線伝送区間の通信方式として、 (ア) が

用いられている。 (２点)

① ＦＤＭＡ／ＦＤＤ ② ＣＤＭＡ／ＦＤＤ ③ ＣＳＭＡ／ＣＤ

④ ＳＤＭＡ／ＴＤＤ ⑤ ＴＤＭＡ／ＴＤＤ

(２) 親のＰＢＸの内線側に子の関係となるＰＢＸやボタン電話装置の外線側を接続することによ

り、利用できる内線端末の機器の種類や台数を増加させて、親のＰＢＸに収容される内線端末

数を増やす方法は、一般に、 (イ) といわれる。 (２点)

① クラウドＰＢＸ ② セントレックス ③ 内線延長方式

④ ビハインドＰＢＸ ⑤ 公専公接続

(３) デジタル式ＰＢＸのサービス機能について述べた次の二つの記述は、 (ウ) 。 (２点)

Ａ 被呼内線が話中のとき、異なる末尾１数字のみを再度ダイヤルすることにより、末尾１数

字が異なった番号の内線へ接続する機能は、一般に、シリーズコールといわれる。

Ｂ 通話中の内線電話機でフッキング操作の後に特定番号のダイヤルなどの所定の操作をして

通話中の呼を保留し、他の内線電話機から特定番号のダイヤルなど所定の操作をすることに

より、保留した呼に応答できる機能は、一般に、コールパークといわれる。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(４) ＩＳＤＮ基本ユーザ・網インタフェースにおける端末アダプタの機能について述べた次の二

つの記述は、 (エ) 。 (２点)

Ａ パケットモード端末側のＬＡＰＢと、Ｄチャネル側のＬＡＰＤとの間で、プロトコルの変

換を行う。

Ｂ 非ＩＳＤＮ端末のユーザデータ速度を６４キロビット／秒又は１６キロビット／秒に速度

変換する。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(５) 電圧制限形サージ防護デバイスは低圧の電源回路及び機器で使用されており、このデバイス

内には、非直線性の電圧－電流特性を持つ (オ) 、アバランシブレークダウンダイオード

などの素子が用いられている。 (２点)

① エアギャップ ② ガス入り放電管 ③ バリスタ

④ 限流ヒューズ ⑤ サージ防護サイリスタ



Ｎ－8

第２問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計１０点)

(１) ＧＥ－ＰＯＮシステムについて述べた次の二つの記述は、 (ア) 。 (２点)

Ａ ＧＥ－ＰＯＮの上り信号は合波されるため、各ＯＮＵからの上り信号が衝突しないよう

ＯＬＴが各ＯＮＵに対して送信許可を通知することにより、上り信号を時間的に分離して衝

突を回避している。

Ｂ ＧＥ－ＰＯＮシステムは、ＯＬＴとＯＮＵとの間において、給電が必要な能動素子で構成

される多重化装置を用いて光信号を合・分波し、１台のＯＬＴに複数のＯＮＵが接続される。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(２) ＳＩＰサーバの構成要素のうち、登録を受け付けたユーザエージェントクライアント(ＵＡＣ)

の位置情報を管理する機能を持つものは (イ) サーバといわれる。 (２点)

① プロキシ ② ゲートウェイ ③ リダイレクト

④ ロケーション ⑤ ＳＩＰアプリケーション

(３) ＩＥＥＥ８０２.３ａｔ Ｔｙｐｅ２として標準化された、一般に、ＰｏＥ Ｐｌｕｓといわれる

規格では、ＰＳＥの１ポート当たり、直流５０～５７ボルトの範囲で最大 (ウ) を、ＰＳＥ

からＰＤに給電することができる。 (２点)

① ３５０ミリアンペアの電流 ② ４５０ミリアンペアの電流

③ ６００ミリアンペアの電流 ④ １５.４ワットの電力

⑤ ６８.４ワットの電力

(４) 無線ＬＡＮについて述べた次の二つの記述は、 (エ) 。 (２点)

Ａ ＩＥＥＥ８０２.１１標準の無線ＬＡＮにおける隠れ端末問題の解決策として、アクセス

ポイントは、送信をしようとしている無線端末からのＣＴＳ信号を受信するとＲＴＳ信号を

その無線端末に送信する。

Ｂ 無線ＬＡＮのネットワーク構成には、無線端末どうしがアクセスポイントを介して通信す

るインフラストラクチャモードと、アクセスポイントを介さずに無線端末どうしで直接通信

を行うアドホックモードがある。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(５) ＩＥＥＥ８０２.３ａｅにおいて標準化されたＷＡＮ用の (オ) の仕様では、信号光の

波長として１,３１０ナノメートルの長波長帯が用いられ、伝送媒体としてシングルモード光

ファイバが使用される。 (２点)

① １０００ＢＡＳＥ－ＳＸ ② １０ＧＢＡＳＥ－ＬＸ４

③ １０ＧＢＡＳＥ－ＣＸ４ ④ １０ＧＢＡＳＥ－ＥＲ

⑤ １０ＧＢＡＳＥ－ＬＷ
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第３問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計１０点)

(１) ＩＳＤＮ基本ユーザ・網インタフェースにおける機能群の一つであるＮＴ１の機能などにつ

いて述べた次の記述のうち、正しいものは、 (ア) である。 (２点)

① インタフェース変換の機能を有しており、Ｘシリーズ端末を接続できる。

② フレーム同期の機能を有している。

③ レイヤ１～３のプロトコル処理を行っている。

④ 具体的な装置としてＰＢＸなどが相当する。

⑤ ＴＴＣ標準では、加入者線伝送方式はエコーキャンセラ方式を標準としている。

(２) １.５メガビット／秒方式のＩＳＤＮ一次群速度ユーザ・網インタフェースを用いた通信の特

徴などについて述べた次の記述のうち、誤っているものは、 (イ) である。 (２点)

① １回線の伝送速度は、１.５４４メガビット／秒である。

② Ｄチャネルのチャネル速度は、６４キロビット／秒である。

③ ＤＳＵに接続される端末(ルータなど)は、ＰＲＩを備えている。

④ ＮＴ１とＴＥの間は、ポイント・ツー・ポイントの配線構成をとる。

⑤ 最大１２回線の電話回線として利用できる。

(３) ＩＳＤＮ基本ユーザ・網インタフェースのレイヤ１において、ＴＥとＮＴ間でＩＮＦＯとい

われる特定ビットパターンの信号を用いて行われる手順であり、通信の必要が生じた場合にの

みインタフェースを活性化し、必要のない場合には不活性化する手順は、 (ウ) の手順と

いわれる。 (２点)

① 応答・切断 ② 起動・停止 ③ 接続・解放

④ 開通・遮断 ⑤ 設定・解除

(４) ＩＳＤＮ基本ユーザ・網インタフェースにおける非確認形情報転送手順について述べた次の

二つの記述は、 (エ) 。 (２点)

Ａ 非確認形情報転送手順では、情報フレームの転送時に、誤り制御及びフロー制御は行われ

ない。

Ｂ 非確認形情報転送手順は、ポイント・ツー・ポイントデータリンク及びポイント・ツー・

マルチポイントデータリンクのどちらにも適用可能である。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(５) ＩＳＤＮ基本ユーザ・網インタフェースにおいて、パケット交換モードによりＢチャネル上

でパケット通信を行うときは、始めに発信端末と網間でＤチャネルを用いてパケット通信に使

用するＢチャネルの設定を行う。続いて、 (オ) プロトコルを用いてＢチャネル上にデー

タリンクを設定する。 (２点)

① ＬＡＰＤ ② ＬＡＰＦ ③ ＬＡＰＭ ④ Ｘ.２１ ⑤ Ｘ.２５
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第４問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計１０点)

(１) デジタル信号を送受信するための伝送路符号化方式のうち (ア) 符号は、図に示すよう

に、ビット値０のときは信号レベルを変化させず、ビット値１が発生するごとに、信号レベル

が０から高レベルへ、高レベルから０へ、又は０から低レベルへ、低レベルから０へと、信号

レベルを１段ずつ変化させる符号である。 (２点)

① ＮＲＺ ② ＮＲＺＩ ③ ＭＬＴ－３

④ ＡＭＩ ⑤ Ｍａｎｃｈｅｓｔｅｒ

(２) 光アクセスネットワークの設備構成などについて述べた次の二つの記述は、 (イ) 。

(２点)

Ａ 電気通信事業者のビルから集合住宅のＭＤＦ室などまでの区間には光ファイバケーブルを

使用し、ＭＤＦ室などに設置された集合メディア変換装置から各戸までの区間にはＶＤＳＬ

方式を適用して既設の電話用配線を利用する方法がある。

Ｂ 電気通信事業者のビルから配線された光ファイバの１心を、分岐点において光受動素子を

用いて分岐し、個々のユーザの引込み区間にドロップ光ファイバケーブルを使用して配線す

る構成を採る方式は、ＡＤＳ方式といわれる。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(３) ＩＰｖ６の中継ノード(ルータなど)で転送されるパケットについては、送信元ノードのみが

パケットを分割することができ、中継ノードはパケットを分割しないで転送するため、ＩＰｖ６

では (ウ) 機能を用いることにより、あらかじめ送信先ノードまでの間で転送可能なパケット

の最大長を検出する。 (２点)

① ＭＬＤ(Multicast Listener Discovery) ② ＮＤ(Neighbor Discovery)

③ ＤＢＡ(Dynamic Bandwidth Allocation) ④ ＰＭＴＵＤ(Path MTU Discovery)

⑤ ＣＩＤＲ(Classless Inter-Domain Routing)

(４) 広域イーサネットで用いられるＥｏＭＰＬＳなどについて述べた次の二つの記述は、

(エ) 。 (２点)

Ａ ＥｏＭＰＬＳにおけるラベル情報を参照するラベルスイッチング処理によるフレームの転

送速度は、一般に、レイヤ３情報を参照するルーティング処理によるパケットの転送速度と

比較して遅い。

Ｂ ＭＰＬＳ網を構成する主な機器には、ＭＰＬＳラベルを付加したり、外したりするラベル

エッジルータと、ＭＰＬＳラベルを参照してフレームを転送するラベルスイッチルータがある。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

入力

出力

高レベル

低レベル

１０ ０ １ １ ０ １１

０
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(５) ＳＤＨベースのユーザ・網インタフェースにおいて、ＡＴＭ網が輻輳状態に陥ったときなどに、
ふくそう

優先的に破棄されるセルは、ＡＴＭセルのヘッダ部にあるＣＬＰ(Cell Loss Priority)フィー

ルドのビット値が (オ) である。 (２点)

① ０ ② １ ③ １０ ④ １１ ⑤ １００

第５問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計１０点)

(１) 呼がランダム呼である場合の呼の生起条件について述べた次の二つの記述は、 (ア) 。

(２点)

Ａ 十分短い時間をとれば、その間に二つ以上の呼が生起する確率は無視できるほど小さい。

Ｂ いつの時点でも呼が生起する確率は変動している。また、ある呼が生起する確率はその前

に生起した呼の数に左右される。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(２) 出回線数がＮの即時式完全線群において、加わった呼量がａアーラン、出線能率がηである

とき、呼損率は (イ) で表される。 (２点)

Ｎ×(１－η) Ｎ×η ａ① ② ③
ａ ａ Ｎ×(１－η)

ａ－Ｎ×η ａ×(１－η)④ ⑤
ａ Ｎ

(３) ある回線群の午前９時００分から午前９時３０分まで及び午前９時３０分から午前１０時００分

までの、各３０分間に運ばれた呼数及び平均回線保留時間を調査したところ、表に示す結果が

得られた。この回線群の午前９時００分から午前１０時００分までの１時間に運ばれた呼量は、

(ウ) アーランである。 (２点)

時 刻 ９時００分～９時３０分 ９時３０分～１０時００分

運 ば れ た 呼 数 １８０呼 ２１０呼

平均回線保留時間 １６０秒 １２０秒

① ７.５ ② １５.０ ③ １５.２ ④ ３０.０ ⑤ ３０.３

(４) イーサネットで用いられるプロトコル及びＭＡＣアドレスについて述べた次の二つの記述は、

(エ) 。 (２点)

Ａ イーサネットにおいて、ＩＰアドレスからＭＡＣアドレスを求めるためのプロトコルは、

ＡＲＰ(Address Resolution Protocol)といわれ、ＭＡＣアドレスからＩＰアドレスを求める

ためのプロトコルは、ＲＡＲＰ(Reverse ARP)といわれる。

Ｂ ネットワークインタフェースに固有に割り当てられたＭＡＣアドレスは６バイト長で構成

され、先頭の３バイトはベンダ識別子(ＯＵＩ)などといわれ、ＩＥＥＥが管理及び割当てを

行い、残りの３バイトは製品識別子などといわれ、各ベンダが独自に重複しないよう管理し

ている。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない
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(５) ＬＡＮを構成する機器などについて述べた次の記述のうち、正しいものは、 (オ) であ

る。 (２点)

① Ｌ２スイッチは、ＯＳＩ参照モデルにおけるネットワーク層が提供する機能を利用

して、異なるネットワークアドレスを持つＬＡＮ相互の接続ができる。

② Ｌ３スイッチでは、ＲＩＰやＯＳＰＦなどのルーティングプロトコルを用いること

ができる。

③ Ｌ３スイッチには、一般に、受信したフレームをＩＰアドレスに基づいて中継する

レイヤ２処理部と、受信したパケットをＭＡＣアドレスに基づいて中継するレイヤ３

処理部がある。

④ ブリッジは、イーサネットを構成する機器として用いることができ、ＩＰアドレス

に基づいて信号の中継を行う。

⑤ リピータハブは、スター型のＬＡＮで使用され、ＯＳＩ参照モデルにおけるデータ

リンク層が提供する機能を利用して、信号の増幅、整形及び中継を行う。

第６問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計１０点)

(１) コンピュータウイルス及びその対策について述べた次の二つの記述は、 (ア) 。(２点)

Ａ 拡張子が｢.ｃｏｍ｣や｢.ｅｘｅ｣で表示されるコンピュータウイルスは、システム領域感染

型ウイルスといわれる。

Ｂ ウイルスを検知する仕組みの違いによるウイルス対策ソフトウェアの方式区分において、

コンピュータウイルスに特徴的な挙動の有無を調べることによりコンピュータウイルスを検

知するものは、一般に、ヒューリスティック方式といわれる。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(２) ネットワーク利用者のＩＤ、パスワードなどの利用者情報、ネットワークに接続されている

プリンタなどの周辺機器、利用可能なサーバ、提供サービスなどのネットワーク資源を一元管

理して、利用者に提供する仕組みは、一般に、 (イ) サービスといわれ、シングルサイン

オンなどで利用される。 (２点)

① ハウジング ② ホスティング ③ 分散処理 ④ ディレクトリ

(３) ネットワークに接続された機器を遠隔操作するために使用され、パスワード情報を含めて全

てのデータが暗号化されて送信されるプロトコルに、 (ウ) がある。 (２点)

① ｒｌｏｇｉｎ ② ＤＨＣＰ ③ ＲＳＡ

④ ｔｅｌｎｅｔ ⑤ ＳＳＨ
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(４) ＳＱＬインジェクションについて述べた次の記述のうち、正しいものは、 (エ) である。

(２点)

① 攻撃者が、Ｗｅｂサーバとクライアント間の通信に割り込んで、正規のユーザに

なりすますことにより、その間でやり取りしている情報を盗んだり、改ざんしたり

する攻撃である。

② 攻撃者が、セッション管理に使うクッキーデータにアクセスし、ブラウザに広告

などのダミー画面を表示させる攻撃である。

③ 攻撃者が、データベースと連動したＷｅｂサイトにおいて、データベースへの問

合せや操作を行うプログラムの脆弱性を利用して、データベースを改ざんしたり、
ぜい

情報を不正に入手したりする攻撃である。

④ 攻撃者が、スクリプトをターゲットとなるＷｅｂサイト経由でユーザのブラウザ

に送り込むことにより、そのターゲットにアクセスしたユーザのクッキーデータの

奪取や改ざんなどを行う攻撃である。

(５) ＪＩＳ Ｑ ２７００１：２０１４に規定されている、ＩＳＭＳ(情報セキュリティマネジメ

ントシステム)の要求事項を満たすための運用のセキュリティに関する管理策について述べた

次の記述のうち、誤っているものは、 (オ) である。 (２点)

① 操作手順は、文書化し、必要とする全ての利用者に対して利用可能にしなければな

らない。

② 情報セキュリティに影響を与える、組織、業務プロセス、情報処理設備及びシステ

ムの変更は、管理しなければならない。

③ 要求されたシステム性能を満たすことを確実にするために、資源の利用を監視・調

整しなければならず、また、将来必要とする容量・能力を予測しなければならない。

④ 開発設備、試験環境及び運用環境は、運用環境への認可されていないアクセス又は

変更によるリスクを低減するために、統合しなければならない。

第７問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計１０点)

(１) デジタル交換における同期の方式の一つである位相同期には、 (ア) を合わせる位相同

期とビット位置を合わせる位相同期がある。 (２点)

① 割込タイミング ② レジスタ位置 ③ メモリアドレス

④ フレーム位置 ⑤ トランク収容位置

(２) 図は、ＪＩＳ Ｃ ０３０３：２０００構内電気設備の配線用図記号における電話・情報設備

の図記号である。この図記号は、容量が (イ) を示している。 (２点)

① ４０対であり、そのうち実装が３０対の端子盤

② ４０対であり、そのうち実装が３０対の本配線盤

③ ４０端子であり、そのうちアナログ回線用が３０端子の端子盤

④ ４０端子であり、そのうちアナログ回線用が３０端子の本配線盤

⑤ ４０回線であり、そのうち内線用が３０回線のボタン電話主装置

40P
30P
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(３) デジタルボタン電話装置の設置工事において、ＣＢ無線などからの高周波ノイズの影響を低

減するための対策として、デジタルボタン電話装置の主装置に接続される外線ケーブル、及び

主装置と端末機器間の屋内ケーブルの両方に (ウ) を取り付ける方法がある。 (２点)

① ツェナーダイオード ② 避雷器 ③ 増幅器

④ 雷防護フィルタ ⑤ フェライトコア

(４) 日本電線工業会規格(ＪＣＳ)で規定されている、エコケーブルの耐燃性ポリエチレンシース

通信用構内ケーブル(耐燃ＰＥシースケーブル)を用いたデジタル式ＰＢＸの配線工事などにつ

いて述べた次の二つの記述は、 (エ) 。 (２点)

Ａ 火災時において、耐燃ＰＥシースケーブルは燃焼しても有害なハロゲン系ガスを発生しな

いが、ポリ塩化ビニル(ＰＶＣ)シースケーブルと比較して発煙濃度が高いため、呼吸困難な

どの二次災害に注意する必要がある。

Ｂ 耐燃ＰＥシースケーブルを配管内に敷設するときにケーブルシースの表面が擦れて生じた

白化現象は、一般に、ケーブルの電気特性に影響を及ぼすことはなく、直ちにケーブルを張

り替える必要はない。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(５) デジタル式ＰＢＸの接続工事について述べた次の二つの記述は、 (オ) 。 (２点)

Ａ デジタル式ＰＢＸの主装置と外線との接続工事において、ＩＳＤＮ基本インタフェースを

終端するＤＳＵは、４線式で主装置の外線ユニットに接続される。

Ｂ デジタル式ＰＢＸの主装置と内線端末との接続工事において、ＩＳＤＮ端末は、２線式で

主装置の内線ユニットに接続される。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

第８問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計１０点)

(１) ＩＳＤＮ基本ユーザ・網インタフェースにおいて、ポイント・ツー・ポイント配線構成の場

合、配線ケーブルに接続されているジャックとＩＳＤＮ標準端末との間に使用できる延長接続

コードは、最長 (ア) メートルである。 (２点)

① ３ ② ７ ③ １０ ④ ２５

(２) ＩＳＤＮ基本ユーザ・網インタフェースでのバス配線では、一般に、ＩＳＯ８８７７に準拠

した８端子のモジュラジャックが使用されるが、端子番号の使用に関する規格について述べた

次の二つの記述は、 (イ) 。 (２点)

Ａ 送信線と受信線には、３～６番の四つの端子が使用される。

Ｂ ファントムモードの給電には、３～６番の四つの端子が使用される。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない
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(３) ＩＳＤＮ基本ユーザ・網インタフェースにおいて、延長受動バス配線工事でのＤＳＵと終端

抵抗(ＴＲ)間及びＴＥ相互間(ＤＳＵに最も近いＴＥと最も遠いＴＥとの距離)の配線長の規定

値を満足する配線構成図は、図１～図４のうち、 (ウ) である。ただし、ＤＳＵはＴＲを

内蔵しているものとする。 (２点)

① 図１ ② 図２ ③ 図３ ④ 図４

図１ 図２

図３ 図４

(４) 電気設備の技術基準の解釈では、光ケーブル配線設備として用いられる金属ダクトにおいて、

金属ダクトに収める電線の断面積(絶縁被覆の断面積を含む)の総和は、ダクトの内部断面積の

(エ) パーセント以下であることとされている。ただし、電光サイン装置、出退表示灯そ

の他これらに類する装置又は制御回路などの配線のみを収める場合は、５０パーセント以下と

することができるとされている。 (２点)

① １０ ② ２０ ③ ３０ ④ ４０

(５) セルラダクトについて述べた次の二つの記述は、 (オ) 。 (２点)

Ａ セルラダクトは、建物の床型枠材として用いられる波形デッキプレートの溝の部分をカバー

プレートで覆い配線用ダクトとして使用する配線収納方式である。

Ｂ セルラダクトは、一般に、フロアダクトと比較して、断面積が大きく収容できる配線数が

多い。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

ＤＳＵ

ＴＥ

ＴＲ

１,５００

ＴＥ・・・・

１５

ｍ

ｍ

ＤＳＵ

ＴＥ

ＴＲ

１,２００

ＴＥ・・・・

３０

ｍ

ｍ

ＤＳＵ

ＴＥ

ＴＲ

４００

ＴＥ・・・・

４０

ｍ

ｍ

ＤＳＵ

ＴＥ

ＴＲ

２００

ＴＥ・・・・

８０

ｍ

ｍ
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第９問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計１０点)

(１) ＪＩＳ Ｘ ５１５０：２０１６構内情報配線システムの設備設計における分岐点について述

べた次の記述のうち、誤っているものは、 (ア) である。 (２点)

① ワークエリア内で通信アウトレットの移動の柔軟性が要求されるオープンオフィス環境

では、水平配線のフロア配線盤と通信アウトレットとの間に分岐点を設置するとよい。

② 分岐点は、受動的な接続器具だけで構成されなければならず、クロスコネクト接続

として使ってはならない。

③ 分岐点は、各ワークエリアのグループに少なくとも一つ配置されなければならない。

④ 分岐点は、最大で１０までのワークエリアに対応するように制限されるのが望ましい。

(２) ＯＩＴＤＡ／ＴＰ １１／ＢＷ：２０１２ビルディング内光配線システムにおいて、配線盤の

種類は、用途、機能、接続形態及び設置方法によって分類されている。機能による分類の一つ

である (イ) 接続は、ケーブルとケーブル又はケーブルコードなどをジャンパコードで自

由に選択できる接続で、需要の変動、支障移転、移動などによる心線間の切替えに容易に対応

できる。

なお、ＯＩＴＤＡ／ＴＰ １１／ＢＷ：２０１２は、ＪＩＳ ＴＳ Ｃ ００１７の有効期限切

れに伴い同規格を受け継いで光産業技術振興協会(ＯＩＴＤＡ)が技術資料として策定、公表し

ているものである。 (２点)

① 相 互 ② 変 換 ③ 融 着 ④ 交 差 ⑤ コネクタ

(３) ＪＩＳ Ｘ ５１５０：２０１６では、図１に示す水平配線の設計において、インターコネクト－

ＴＯモデル、クラスＤのチャネルの場合、機器コード及びワークエリアコードの長さの総和が

２０メートルのとき、固定水平ケーブルの最大長は (ウ) メートルとなる。ただし、使用

温度は２０ ℃ 、コードの挿入損失 dＢ／ｍ は水平ケーブルの挿入損失 dＢ／ｍ に対して

５０パーセント増とする。 (２点)

① ７８.０ ② ７８.５ ③ ７９.０ ④ ７９.５ ⑤ ８０.０

図１

(４) ＪＩＳ Ｘ ５１５０：２０１６の平衡配線性能において、挿入損失が３.０dＢを下回る周波

数における (エ) の値は、参考とすると規定されている。 (２点)

① 伝搬遅延時間差 ② 近端漏話減衰量 ③ 遠端漏話減衰量

④ 不平衡減衰量 ⑤ 反射減衰量

ＴＯ

ＴＥＣＣＣ ＣＥＱＰ

機器コード

ワークエリアコード

固定水平ケーブル

Ｃ ：接続点

チャネル
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(５) 図２は、ＪＩＳ Ｃ ６８２３：２０１０光ファイバ損失試験方法におけるＯＴＤＲ法による

不連続点での測定波形の例を示したものである。このＯＴＤＲでの測定波形の示す区間について

述べた次の二つの記述は、 (オ) 。ただし、ＯＴＤＲ法による測定で必要なスプライス又

はコネクタは、低挿入損失かつ低反射であり、ＯＴＤＲ接続コネクタでの初期反射を防ぐため

の反射制御器としてダミー光ファイバを使用している。また、測定に用いる光ファイバには、

マイクロベンディングロスがないものとする。 (２点)

Ａ この測定波形の から までの区間は、ダミー光ファイバの入力端から被測定光ファイバA C

の入力端までを示している。

Ｂ この測定波形の から までの区間は、被測定光ファイバの融着接続点から被測定光ファD E

イバの終端までを示している。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

図２

第１０問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選

び、その番号を記せ。 (小計１０点)

(１) ＪＩＳ Ｃ ６８２３：２０１０光ファイバ損失試験方法に規定する測定方法などについて述

べた次の二つの記述は、 (ア) 。 (２点)

Ａ ＯＴＤＲ法において、短距離測定の場合は、最適な分解能を与えるために、短いパルス幅

が必要であり、長距離測定の場合は、非線形現象の影響のない範囲内で光ピークパワーを大

きくすることによってダイナミックレンジを大きくすることができる。

Ｂ 光ファイバの損失試験方法には、カットバック法、挿入損失法、ＯＴＤＲ法及び損失波長

モデルの四つがあり、このうちカットバック法、挿入損失法及びＯＴＤＲ法はシングルモー

ド光ファイバだけに適用される。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

距 離

Ｏ
Ｔ

Ｄ
Ｒ

　
信

号
レ

ベ
ル

dＢ

雑音レベル
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(２) ＵＴＰケーブルへのコネクタ成端時に発生するトラブルなどについて述べた次の二つの記述

は、 (イ) 。 (２点)

Ａ コネクタ成端時における結線の配列誤りには、ショートリンク、パーマネントリンク、

スプリットペアなどがあり、これらは漏話特性の劣化、ＰｏＥ機能が使えないなどの原因と

なる。

Ｂ 対の撚り戻しでは、長く撚りを戻すと、ツイストペアケーブルの基本性能である電磁誘導
よ

を打ち消しあう機能の低下による漏話特性の劣化、特性インピーダンスの変化による反射減

衰量の規格値外れなどの原因となることがある。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(３) 職場の安全活動などについて述べた次の記述のうち、誤っているものは、 (ウ) である。

(２点)

① リスク特定、リスク分析及びリスク評価の全般的なプロセスは、リスクアセス

メントといわれ、このうちリスク特定のプロセスでは、ヒヤリハットの事例など

の情報が活用される。

② リスクアセスメントに用いられる技法の一つであるブレーンストーミングの基

本原則としては、自由奔放なアイデアを歓迎する、出されたアイデアについて積

極的に批判し合う、アイデア数は議論が発散しないようにできるだけ絞り込むな

どが挙げられる。

③ 報告、連絡及び相談を推進するほう・れん・そう運動は、事故撲滅を目指す安

全活動としても有効であるとされている。

④ 指差し呼称は、作業者の錯覚、誤判断、誤操作などを防止し、作業の正確性を

高める効果が期待できるものであり、指差しのみの場合や呼称のみの場合と比較

して、誤りの発生率を更に低減できるといわれている。

⑤ 危険予知(ＫＹ)活動における４ラウンド法は、第１ラウンドで現状把握、第２

ラウンドで本質追究、第３ラウンドで対策樹立、第４ラウンドで目標設定の手順

で進められる。
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(４) ＪＩＳ Ｚ ９０２０－２：２０１６管理図－第２部：シューハート管理図において、突き止

められる原因の異常パターンのルールに該当するものは、図１～図４のうち、 (エ) であ

る。ただし、ＵＣＬ、ＬＣＬ及びＣＬはそれぞれ上側管理限界、下側管理限界及び中心線とし、

ＵＣＬとＬＣＬはＣＬから３σの距離にあり、１σ間隔で六つの領域に分けて、領域をＣＬを

中心にして対称に順次Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｃ、Ｂ及びＡとする。 (２点)

① 図１ ② 図２ ③ 図３ ④ 図４

図１ 図２

図３ 図４

(５) 図５に示すアローダイアグラムにおいて、クリティカルパスの所要日数に影響を及ぼさない

ことを条件とした場合、作業Ｅの作業遅れは、最大 (オ) 日許容することができる。

(２点)

① １ ② ２ ③ ３ ④ ４ ⑤ ５

図５

作業Ｇ

作業Ｊ作業Ｈ

５日 ６日

３日

作業Ｃ

３日

５日

作業Ｆ

作業Ｂ

４日

１０日

作業Ｉ

作業Ａ

作業Ｋ

２
５日

５日

３日

作業Ｅ

作業Ｄ

３日

１ ３

４

５

７

６

８ ９

Ａ

Ｃ

Ｃ

Ｂ

Ｂ

Ａ

ＵＣＬ

ＬＣＬ
連続する２点が一つ以上領域を隔てて
おり、そのうちの１点が領域Ａにある　

ＣＬ

Ａ

Ｃ

Ｃ

Ｂ

Ｂ

Ａ

ＵＣＬ

ＬＣＬ
中心線の片側の領域のみに連続する

　六つの点　　　　　　　　　　　　　

ＣＬ

Ａ

Ｃ

Ｃ

Ｂ

Ｂ

Ａ

ＵＣＬ

ＬＣＬ
連続する３点が領域Ｃを超えた上側
及び下側の領域Ｂにある　　　  　　
　            

ＣＬ

Ａ

Ｃ

Ｃ

Ｂ

Ｂ

Ａ

ＵＣＬ

ＬＣＬ
   全体的に増加又は減少する連続する   
   七つの点

ＣＬ
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端末設備の接続に関する法規

第１問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から、｢電気通信事業法｣又

は｢電気通信事業法施行規則｣に規定する内容に照らして最も適したものを選び、その番号を記せ。

(小計２０点)

(１) 電気通信事業法に規定する｢工事担任者資格者証｣について述べた次の文章のうち、誤ってい

るものは、 (ア) である。 (４点)

① 工事担任者資格者証の種類及び工事担任者が行い、又は監督することができる端末

設備若しくは自営電気通信設備の接続に係る工事の範囲は、総務省令で定める。

② 総務大臣は、電気通信事業法の規定により工事担任者資格者証の返納を命ぜられ、

その日から１年を経過しない者に対しては、工事担任者資格者証の交付を行わないこ

とができる。

③ 総務大臣は、工事担任者資格者証の交付を受けようとする者の養成課程で、総務大

臣が総務省令で定める基準に適合するものであることの認定をしたものを修了した者

に対し、工事担任者資格者証を交付する。

④ 総務大臣は、電気通信事業法の規定により罰金以上の刑に処せられ、その執行を終

わり、又はその執行を受けることがなくなった日から３年を経過しない者に対しては、

工事担任者資格者証の交付を行わないことができる。

(２) 端末機器の技術基準適合認定番号の表示が付されていないものとみなす場合について述べた

次の二つの文章は、 (イ) 。 (４点)

Ａ 登録認定機関は、電気通信事業法の規定により端末機器について表示が付されていないも

のとみなされたときは、その旨を公示しなければならない。

Ｂ 登録認定機関による技術基準適合認定を受けた端末機器であって電気通信事業法の規定に

より表示が付されているものが総務省令で定める技術基準に適合していない場合において、

総務大臣が電気通信回線設備を利用する他の利用者の通信への妨害の発生を防止するため特

に必要があると認めるときは、当該端末機器は、同法の規定による表示が付されていないも

のとみなす。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(３) 電気通信回線設備を設置する電気通信事業者は、 (ウ) 場合その他電気通信役務の円滑

な提供に支障がある場合において必要と認めるときは、利用者に対し、その端末設備の接続が

電気通信事業法に規定する技術基準に適合するかどうかの検査を受けるべきことを求めること

ができる。この場合において、当該利用者は、正当な理由がある場合その他総務省令で定める

場合を除き、その請求を拒んではならない。 (４点)

① 端末設備の接続により経営が困難になる ② 端末系伝送路設備に障害を及ぼす

③ 端末設備に緊急通報機能を備えていない ④ 端末設備に異常がある

⑤ 端末設備の使用により他の利用者の通信に妨害を与えるおそれがある
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(４) 電気通信事業法の｢自営電気通信設備の接続｣に規定する、電気通信事業者が、自営電気通信

設備との接続請求を拒むことができる場合について述べた次の二つの文章は、 (エ) 。

(４点)

Ａ その自営電気通信設備の接続が、総務省令で定める技術基準(当該電気通信事業者又は当該

電気通信事業者とその電気通信設備を接続する他の電気通信事業者であって総務省令で定め

るものが総務大臣の認可を受けて定める技術的条件を含む。)に適合しないとき。

Ｂ その自営電気通信設備を接続することにより当該電気通信事業者の電気通信回線設備の保

持が経営上困難となることについて当該電気通信事業者が仲裁委員の承認を受けたとき。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(５) 電気通信事業法に基づき、公共の利益のため緊急に行うことを要するその他の通信として総

務省令で定めるものに、水道、ガス等の国民の日常生活に必要不可欠な役務の提供その他

(オ) するため緊急を要する事項を内容とする通信がある。 (４点)

① 社会の秩序を回復 ② 国民の財産を保全 ③ 生活基盤を維持

④ 電力の供給を確保 ⑤ 電気通信業務を継続

第２問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から、｢工事担任者規則｣、

｢端末機器の技術基準適合認定等に関する規則｣又は｢有線電気通信法｣に規定する内容に照らして

最も適したものを選び、その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) 工事担任者規則に規定する｢資格者証の種類及び工事の範囲｣について述べた次の文章のうち、

正しいものは、 (ア) である。 (４点)

① ＡＩ第二種工事担任者は、アナログ伝送路設備に端末設備等を接続するための工事

のうち、端末設備等に収容される電気通信回線の数が５０以下であって内線の数が

２００以下のものに限る工事を行い、又は監督することができる。また、総合デジタ

ル通信用設備に端末設備等を接続するための工事のうち、総合デジタル通信回線の数

が基本インタフェースで５０以下のものに限る工事を行い、又は監督することができる。

② ＡＩ第三種工事担任者は、アナログ伝送路設備に端末設備を接続するための工事の

うち、端末設備に収容される電気通信回線の数が１のものに限る工事を行い、又は監

督することができる。また、総合デジタル通信用設備に端末設備を接続するための工

事のうち、総合デジタル通信回線の数が毎秒６４キロビット換算で１のものに限る工

事を行い、又は監督することができる。

③ ＤＤ第二種工事担任者は、デジタル伝送路設備に端末設備等を接続するための工事

のうち、接続点におけるデジタル信号の入出力速度が毎秒２００メガビット(主として

インターネットに接続するための回線にあっては毎秒１ギガビット)以下のものに限

る工事を行い、又は監督することができる。ただし、総合デジタル通信用設備に端末

設備等を接続するための工事を除く。

④ ＤＤ第三種工事担任者は、デジタル伝送路設備に端末設備等を接続するための工事の

うち、接続点におけるデジタル信号の入出力速度が毎秒１ギガビット以下であって、

主としてインターネットに接続するための回線に係るものに限る工事を行い、又は監

督することができる。ただし、総合デジタル通信用設備に端末設備等を接続するため

の工事を除く。
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(２) 工事担任者規則に規定する｢工事担任者を要しない工事｣及び｢資格者証の交付｣について述べ

た次の二つの文章は、 (イ) 。 (４点)

Ａ 専用設備(特定の者に電気通信設備を専用させる電気通信役務に係る電気通信設備をいう。)

に端末設備等を接続する工事は、工事担任者を要しない工事に該当する。

Ｂ 工事担任者資格者証の交付を受けた者は、端末設備等の接続に関する知識及び技術の向上

を図るように努めなければならない。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(３) 端末機器の技術基準適合認定等に関する規則の｢表示｣において、技術基準適合認定をした旨

の表示を付するときは、表示を技術基準適合認定を受けた端末機器の見やすい箇所に付す方法

(当該表示を付す面積が確保できない端末機器にあっては、当該端末機器に付属する取扱説明書

及び包装又は容器の見やすい箇所に付す方法)、又は表示を技術基準適合認定を受けた端末機器

に (ウ) により記録し、当該端末機器の映像面に直ちに明瞭な状態で表示することができ

るようにする方法のいずれかによるものとすると規定されている。 (４点)

① データ圧縮技術 ② ホログラム形式 ③ 光学的方法

④ バーコード形式 ⑤ 電磁的方法

(４) 有線電気通信法の｢有線電気通信設備の届出｣において、有線電気通信設備(その設置について

総務大臣に届け出る必要のないものを除く。)を設置しようとする者は、 (エ) 、設備の設

置の場所及び設備の概要を記載した書類を添えて、設置の工事の開始の日の２週間前まで(工事

を要しないときは、設置の日から２週間以内)に、その旨を総務大臣に届け出なければならない

と規定されている。 (４点)

① 有線電気通信の技術的条件 ② 設備の接続の方法

③ 有線電気通信の方式の別 ④ 設備の工事の方法

⑤ 電気通信回線設備の使用の態様

(５) 有線電気通信法に規定する｢設備の改善等の措置｣及び｢非常事態における通信の確保｣につい

て述べた次の二つの文章は、 (オ) 。 (４点)

Ａ 総務大臣は、有線電気通信設備(政令で定めるものを除く。)を設置した者に対し、その設

備が有線電気通信法の規定に基づく政令で定める技術基準に適合しないため他人の設置する

有線電気通信設備に妨害を与え、又は人体に危害を及ぼし、若しくは物件に損傷を与えると

認めるときは、その妨害、危害又は損傷の防止又は除去のため必要な限度において、その設

備の使用の停止又は改造、修理その他の措置を命ずることができる。

Ｂ 総務大臣は、天災、事変その他の非常事態が発生し、又は発生するおそれがあるときは、

有線電気通信設備を設置した者に対し、災害の予防若しくは救援、交通、通信若しくは電力

の供給の確保若しくは秩序の維持のために必要な通信を行い、又はこれらの通信を行うため

その有線電気通信設備を他の者に使用させ、若しくはこれを他の有線電気通信設備に接続す

べきことを命ずることができる。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない
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第３問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から、｢端末設備等規則｣に

規定する内容に照らして最も適したものを選び、その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) 用語について述べた次の文章のうち、誤っているものは、 (ア) である。 (４点)

① 移動電話用設備とは、電話用設備であって、端末設備又は自営電気通信設備との接

続において電波を使用するものをいう。

② インターネットプロトコル電話端末とは、端末設備であって、インターネットプロ

トコル電話用設備に接続されるものをいう。

③ デジタルデータ伝送用設備とは、電気通信事業の用に供する電気通信回線設備であっ

て、デジタル方式により、専ら符号又は影像の伝送交換を目的とする電気通信役務の

用に供するものをいう。

④ 総合デジタル通信用設備とは、電気通信事業の用に供する電気通信回線設備であっ

て、主として１２８キロビット毎秒を単位とするデジタル信号の伝送速度により、符

号、音声その他の音響又は影像を統合して伝送交換することを目的とする電気通信役

務の用に供するものをいう。

⑤ 絶対レベルとは、一の皮相電力の１ミリワットに対する比をデシベルで表したもの

をいう。

(２) 安全性等について述べた次の二つの文章は、 (イ) 。 (４点)

Ａ 利用者が端末設備を事業用電気通信設備に接続する際に使用する線路及び保安器その他の

機器の電線相互間及び電線と大地間の絶縁抵抗は、直流２００ボルト以上の一の電圧で測定

した値で２メガオーム以上であること。

Ｂ 端末設備の機器の金属製の台及び筐体は、接地抵抗が１００オーム以下となるように接地
きょう

しなければならない。ただし、安全な場所に危険のないように設置する場合にあっては、こ

の限りでない。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(３) 端末設備内において電波を使用する端末設備は、総務大臣が別に告示するものを除き、使用

する電波の周波数が空き状態であるかどうかについて、総務大臣が別に告示するところにより

判定を行い、空き状態である場合にのみ (ウ) するものでなければならない。 (４点)

① 回線を認識 ② 電波を検出 ③ チャネルを選択

④ 電源回路を接続 ⑤ 通信路を設定

(４) ｢責任の分界｣について述べた次の二つの文章は、 (エ) 。 (４点)

Ａ 利用者の接続する端末設備は、事業用電気通信設備との責任の分界を明確にするため、事

業用電気通信設備との間に分界点を有しなければならない。

Ｂ 分界点における接続の方式は、総務大臣が別に告示する電気的条件及び光学的条件のいず

れかの条件に適合するものでなければならない。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない
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(５) 安全性等について述べた次の文章のうち、誤っているものは、 (オ) である。 (４点)

① 端末設備は、事業用電気通信設備から漏えいする通信の内容を意図的に識別する機

能を有してはならない。

② 通話機能を有する端末設備は、通話中に受話器から過大な音響衝撃が発生すること

を防止する機能を備えなければならない。

③ 端末設備は、自営電気通信設備との間で鳴音(電気的又は音響的結合により生ずる

発振状態をいう。)を発生することを防止するために総務大臣が別に告示する条件を

満たすものでなければならない。

④ 配線設備等は、事業用電気通信設備を損傷し、又はその機能に障害を与えないよう

にするため、総務大臣が別に告示するところにより配線設備等の設置の方法を定める

場合にあっては、その方法によるものでなければならない。

⑤ 端末設備を構成する一の部分と他の部分相互間において電波を使用する端末設備に

あっては、使用される無線設備は、一の筐体に収められており、かつ、容易に開ける

ことができないものでなければならない。ただし、総務大臣が別に告示するものにつ

いては、この限りでない。

第４問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から、｢端末設備等規則｣に

らして最も適したものを選び、その番号を記せ。 (小計２０点)規定する内容に照

(１) 移動電話端末の｢基本的機能｣について述べた次の二つの文章は、 (ア) 。 (４点)

Ａ 発信を行う場合にあっては、発信を確認する信号を送出するものであること。

Ｂ 通信を終了する場合にあっては、チャネル(通話チャネル及び制御チャネルをいう。)を切

断する信号を送出するものであること。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(２) アナログ電話端末の｢発信の機能｣、｢緊急通報機能｣又は｢直流回路の電気的条件等｣について

述べた次の文章のうち、正しいものは、 (イ) である。 (４点)

① アナログ電話端末は、発信に際して相手の端末設備からの応答を自動的に確認する

場合にあっては、電気通信回線からの応答が確認できない場合選択信号送出終了後

３分以内に直流回路を開くものでなければならない。

② アナログ電話端末は、自動再発信(応答のない相手に対し引き続いて繰り返し自動

的に行う発信をいう。以下同じ。)を行う場合(自動再発信の回数が１５回以内の場合

を除く。)にあっては、その回数は最初の発信から２分間に３回以内でなければならな

い。この場合において、最初の発信から２分を超えて行われる発信は、別の発信とみ

なす。ただし、この規定は、火災、盗難その他の非常の場合にあっては、適用しない。

③ アナログ電話端末であって、通話の用に供するものは、電気通信番号規則に規定す

る電気通信番号を用いた警察機関、海上保安機関又は消防機関への通報(｢緊急通報｣

という。)を発信する機能を備えなければならない。

④ 直流回路を開いているときのアナログ電話端末の直流回路の直流抵抗値は、２メガ

オーム以上でなければならない。

⑤ 直流回路を開いているときのアナログ電話端末の呼出信号受信時における直流回路

の静電容量は、１マイクロファラド以下であり、インピーダンスは、７５ボルト、

１６ヘルツの交流に対して２キロオーム以上でなければならない。
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(３) アナログ電話端末の｢選択信号の条件｣における押しボタンダイヤル信号の高群周波数は、

(ウ) までの範囲内における特定の四つの周波数で規定されている。 (４点)

① ９００ヘルツから１,４００ヘルツ

② １,０００ヘルツから１,５００ヘルツ

③ １,１００ヘルツから１,６００ヘルツ

④ １,２００ヘルツから１,７００ヘルツ

⑤ １,３００ヘルツから１,８００ヘルツ

(４) アナログ電話端末の｢直流回路の電気的条件等｣について述べた次の二つの文章は、 (エ) 。

(４点)

Ａ アナログ電話端末は、電気通信回線に対して直流の電圧を加えるものであってはならない。

Ｂ 直流回路を閉じているときのダイヤルパルスによる選択信号送出時における直流回路の静

電容量は、２マイクロファラド以下でなければならない。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(５) 総合デジタル通信端末の｢基本的機能｣、｢電気的条件等｣又は｢アナログ電話端末等と通信する

場合の送出電力｣について述べた次の文章のうち、誤っているものは、 (オ) である。

(４点)

① 総合デジタル通信端末は、発信又は応答を行う場合にあっては、呼設定用メッセー

ジを送出する機能を備えなければならない。ただし、総務大臣が別に告示する場合は

この限りでない。

② 総合デジタル通信端末は、通信を終了する場合にあっては、初期設定メッセージを

送出する機能を備えなければならない。ただし、総務大臣が別に告示する場合はこの

限りでない。

③ 総合デジタル通信端末は、電気通信回線に対して直流の電圧を加えるものであって

はならない。

④ 総合デジタル通信端末は、総務大臣が別に告示する電気的条件及び光学的条件のい

ずれかの条件に適合するものでなければならない。

⑤ 総合デジタル通信端末がアナログ電話端末等と通信する場合にあっては、通話の用

に供する場合を除き、総合デジタル通信用設備とアナログ電話用設備との接続点にお

いてデジタル信号をアナログ信号に変換した送出電力は、平均レベルで－３dＢm以下

でなければならない。

第５問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から、｢有線電気通信設備

令｣、｢有線電気通信設備令施行規則｣、｢不正アクセス行為の禁止等に関する法律｣又は｢電子署名

及び認証業務に関する法律｣に規定する内容に照らして最も適したものを選び、その番号を記せ。

(小計２０点)

(１) 有線電気通信設備令に規定する用語について述べた次の文章のうち、誤っているものは、

(ア) である。 (４点)

① ケーブルとは、光ファイバ並びに光ファイバ以外の絶縁物及び保護物で被覆されて

いる電線をいう。

② 高周波とは、周波数が３,５００ヘルツを超える電磁波をいう。

③ 音声周波とは、周波数が２００ヘルツを超え、３,５００ヘルツ以下の電磁波をいう。

④ 絶縁電線とは、絶縁物のみで被覆されている電線をいう。

⑤ 強電流電線とは、強電流電気の伝送を行うための導体をいい、つり線、支線などで

支持されている場合は、これらの物を含む。
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(２) 有線電気通信設備令において、強電流電線に重畳される通信回線は、次の(ⅰ)及び(ⅱ)によ

り設置しなければならないと規定されている。

(ⅰ) 重畳される部分とその他の部分 (イ) ようにすること。

(ⅱ) 重畳される部分に異常電圧が生じた場合において、その他の部分を保護するため総務省

令で定める保安装置を設置すること。 (４点)

① とを個別に監視し、一方が故障しても他方で監視が継続できる

② とを安全に分離し、且つ、開閉できる

③ とは容易に切り離すことができない

④ とを切り替えて、個別に確認又は試験できる

⑤ との間に分界点を設け、責任の分界が明確になる

(３) 有線電気通信設備令施行規則に規定する｢屋内電線と屋内強電流電線との交差又は接近｣に

ついて述べた次の二つの文章は、 (ウ) 。ただし、屋内強電流電線の電圧は低圧の場合と

し、また、屋内強電流電線が３００ボルト以下であって、屋内電線と屋内強電流電線との間に

絶縁性の隔壁を設置する場合、又は屋内強電流電線が絶縁管(絶縁性、難燃性及び耐水性のもの

に限る。)に収めて設置されている場合を除くものとする。 (４点)

Ａ 屋内強電流電線が強電流裸電線であるとき、屋内電線と屋内強電流電線との離隔距離は、

３０センチメートル以上としなければならない。

Ｂ 屋内電線と屋内強電流電線(屋内強電流電線が強電流裸電線の場合を除く。)との離隔距離

は、１０センチメートル以上としなければならない。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(４) 不正アクセス行為の禁止等に関する法律の｢定義｣に規定されている、特定電子計算機の特定

利用における識別符号になり得る符号の条件について述べた次の二つの文章は、 (エ) 。

(４点)

Ａ 当該利用権者等の署名を用いて総務大臣が定める方法により作成される符号であること。

Ｂ 当該アクセス管理者によってその内容をみだりに第三者に知らせてはならないものとされ

ている符号であること。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(５) 電子署名及び認証業務に関する法律において電磁的記録とは、電子的方式、磁気的方式その

他 (オ) することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の

用に供されるものをいう。 (４点)

① 第三者からは内容を解読 ② 本人以外は任意に改変

③ 外部からは容易に攻撃 ④ 人の知覚によっては認識

⑤ 不正な方法では内容を認証



 

試験問題についての特記事項 

 

(1)  試験問題に記載されている製品名は、それぞれ各社の商標又は登録商標です。 
なお、試験問題では、  及び TM を明記していません。 

 
(2)  問題文及び図中などで使用しているデータは、すべて架空のものです。 

 
(3)  論理回路の記号は、ＭＩＬ記号を用いています。 
 
(4)  試験問題では、常用漢字を使用することを基本としていますが、次の例に示す専門的用語などについては、 

常用漢字以外も用いています。 
       ［例］ ・迂回(うかい) ・筐体(きょうたい) ・輻輳(ふくそう) ・撚り(より) ・漏洩(ろうえい) など 

 
(5) バイト〔Byte〕は、デジタル通信において情報の大きさを表すために使われる単位であり、一般に、２進数の 

８桁、８ビット〔bit〕です。 
 

(6)  情報通信の分野では、８ビットを表すためにバイトではなくオクテットが使われますが、試験問題では、一般 
に、使われる頻度が高いバイトも用いています。 

 
(7)  試験問題のうち、正誤を問う設問において、句読点の有無など日本語表記上若しくは日本語文法上の誤  

りだけで誤り文とするような出題はしていません。 
  
(8)  法令に表記されている「メグオーム」は、「メガオーム」と同じ単位です。 
 
(9)  法規科目の試験問題において、個別の設問文中の「 」表記は、出題対象条文の条文見出しなどを表して 

います。また、出題文の構成上、必ずしも該当条文どおりには表記しないで該当条文中の(   )表記箇所  
の省略や部分省略などしている場合がありますが、(   )表記の省略の有無などだけで正誤を問うような出題は 
していません。 

 
 


